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はじめに

我が国においては、戦後から水道インフラが急速に整備され、今では限りなく全ての人々に対して清浄にして豊富低廉な水の供給が確
保され、私たちはその恩恵によって日々の生活を安心して送ることができています。
しかし、このような我が国の水道インフラは、本格的な人口減少社会が到来し、老朽化した浄水場及び水道管も増加する中で、その
持続性が危惧されるようになっています。また、昨今の物価上昇の影響を受け、水道インフラを運営するコストも値上がりしており、経営
が危ぶまれる状況になっています。このままでは、料金の高騰や事故・トラブルによる断水等により、人々の生活や経済への影響が避けら
れません。
そのような中、2019年には水道法が改正され、水道事業の目的が新規整備から基盤強化へ変更になり、水道料金の水準も、「健全
な経営を確保することができる」ものである必要性が新たに記載されました。また、施設の更新に要する費用を含むその事業に係る収支
の見通しを作成し、これを公表するよう努めなければならないとされ、水道事業体に対し、長期的な経営の見える化と利用者とのコミュ
ニケーションの促進が求められています。
さらに、2023年に「生活衛生等関係行政の機能強化のための関係法律の整備に関する法律」が制定され、水道法等による権限を
厚生労働大臣から国土交通大臣に移管することが決定されました。その背景には「社会資本整備や災害対応に関する専門的な能
力・知見を有する国交省」が所管することで、「下水道等の他の社会資本と一体的な整備等を進める」ことにより、「水道施設の老朽
化や耐震化への対応」、「災害発生時の断水対応」などの機能強化を図ることが期待されています。
このような状況において、我が国の水道インフラが人々の生活基盤を支え続けるためには、水道事業体の経営や水道料金の実態を正
しく理解し、水道事業経営の悪化に伴う費用負担の増大等によるツケを将来世代へ回さないようにしなければなりません。
一方、水道料金を負担する住民（利用者）においては、昨今の物価上昇による経済的な負担感が増しています。市町村経営が原
則であり、水道料金収入を主たる財源とする水道事業としては、経営が年々厳しくなる中で住民（利用者）に更なる負担を求めるべ
きか、難しい判断を迫られています。
本改訂版では、最新の統計データを使って、各水道事業体の将来の水道料金の値上げ率を再推計しています。
ここで示された問題が水道インフラの抱える全ての問題ではありません。本研究結果を端緒に、広域化や民間活力の活用も含めた各
地域における今後の水道事業経営のあり方について、事業者、住民（利用者）、そして住民の代表である議会の間において、個別
事業体の実態を踏まえた健全かつ活発な議論が前進していくことを期待します。
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前回報告との主な違い

2021年の前回報告では、その時点での最新公表データ（平成30年度水道統計（公益社団法人日本水道協
会）及び「日本の地域別将来推計人口（平成25年3月推計）」（国立社会保障・人口問題研究所））を活
用し、一定の仮定のもと、2043年時点において各事業体で推定される水道料金（赤字経営とならないために必
要な値上げの率と時期）を推計しました。

今回は、前回報告の水道料金算定方法を踏襲しつつ、主に以下の点について改訂を行っています。

水道統計（公益社団法人日本水道協会）は、最新の令和3年度のデータを活用

推計される水道料金は、2046年時点において各事業体で推定される料金とする（推計期間は前回と同様
の25年間）

人口増減率の算定には、最新の「日本の地域別将来推計人口（令和5（2023）年推計）」（国立社
会保障・人口問題研究所）データを活用

また、料金推計の改訂だけでなく、水道料金推計と経営指標等との関係性を分析しています。

ある経営指標等の数値が高ければ（低ければ）料金値上げ率が高くなるといった傾向の有無について、料金
値上げ率と各種経営指標等との相関関係を分析（経営指標等：水道統計等における経営指標、人口推
計）
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研究結果の要旨

2046年度までに水道料金の値上げが必要と推計される事業体数は、1,199事業体となり、分析対象全体の
1,243の水道事業体の96%（前回報告94%）に及ぶ。また、水道料金の値上げ率は、全体平均で48%（前回報告
43％）と推計される。（p.12）

水道事業体の3分の2を占める給水人口が5万人未満の小規模事業体においては、その約6割の事業体が30%以上の料金値上
げと推計される（前回報告約5割）。50%以上の高率での料金値上げが必要な事業体は、事業体の規模が小さくなるほど増加して
おり、前回報告と同様に、小規模事業体ほど料金の値上げ率が高い傾向である。（p.13）

料金値上げ率が高い事業体は北海道・中国・四国地方に多く、そのうち料金値上げ率が50%以上と推計される事業体が
4～5割程度を占める。（p.15）

将来の水道料金推計

水道料金の値上げ率

48％
値上げの必要な事業体

96％
料金値上げ率が高い事業体の多い地域

北海道・中国・四国
広域化による個別事業体の水道料金への影響

広域化（都道府県単位の水道事業統合）による将来の水道料金推計を行った結果、料金値上げ率は前回報告時の29%から
38％に上昇した。（p.19）

水道料金推計と経営指標等との関係
各事業体の料金値上げ率と2021年度時点の経営指標等とを比較したところ、ある程度の例外はあるものの、人口減少率が高
い事業体や人口密度が低い事業体は料金値上げ率が高くなる傾向が見受けられる。（p.22）



将来の水道料金推計
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推計内容の概要

図表 推計イメージ

各事業体の収益、費用、資本的収支等について、水道統計等の公表データを用い、一定の仮定等を設定した上
で、2046年（令和28年）時点において各事業体で想定される水道料金（①赤字に転落するため料金
改定が必要となる「料金改定年度」、②赤字経営とならないために必要な「料金値上げ率」）を推計。

主な前提条件等は以下のとおり。なお、損益及び簡易的な資金収支からの推計である点、物価上昇率は反映し
ていない点等、全てのリスク要因を反映したわけではない点に留意が必要。

人口減少や1人あたり使用量等の減少による給水収益の減少

国庫及び他会計補助金収入：2046（令和28）年度までにゼロとなる仮定をおいた減少
（※水道事業は元来独立採算原則により経営されるべきものであること及び国庫・一般会計の厳しい財政状況を踏まえた仮定）

水道施設の更新投資需要の増加による減価償却費及び支払利息の増加
（※直近の投資額が通常期より多いと改定率は高く推計される）

2010年

収益

改定後

費用

2014年 2040年20XX年

A事業体

赤字

●●%
改定

（結果①）
XX年に赤字に転落し…
（経営危機）

（結果②）
2040年までに累積赤字を
発生させないようにするには、●●%
の料金改定が必要である可能性
（推定料金●●●●円 /月 /20㎥）

結果②
2046年までに累積赤字を発生させない
ようにするには、●●％の料金改定が必
要である可能性
（推定料金●●●●円 / 月・20㎥）

結果①
××年に赤字に転落し・・・
（経営危機）

2021年 2022年 ・・・ 20××年 2046年

A事業体
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推計条件の趣旨

【収益面】
①人口減と節水による家庭用給水収益減少

人口減少（国立社会保障・人口問題研究所のデータを活用）に伴って、給水人口が減少し、使用水量が減少する。
人口が維持されたとしても節水機器の普及等によって、1人あたりの使用水量が減少する。

②節水等による非家庭用給水収益減少
工場・官公署・病院・商業施設・ホテル等の大口の非家庭用における使用水量については、以下の要因から過去実績においても減
少トレンドであり、これが続くものと想定される。

節水・水リサイクルの徹底
敷地内の地下水（井戸水）への移行
生産活動（稼働時間、来客人数）の減少 等

非家庭用の料金単価は「逓増制」料金体系のため、家庭用よりも高く、全体の収益減少への影響が大きい。
③国庫及び他会計補助金収入の減少

元来水道事業は「独立採算制」であり、補助金や繰入金を収受している事業体とそうでない事業体との間で平仄を合わせるため、
補助金等収益は2046（令和28）年度までに解消するものとしている。

【費用面】
①減価償却費・支払利息の増加

高度経済成長期に敷設した管路を中心に今後、更新需要の高まりに伴う投資額の増加が見込まれる。
こうした更新投資需要の増加は、個別の事業体ごと事情は異なるものの、厚生労働省資料等から、全国的に建設改良費が年
4.0%増加するとの前提を置き、対応する減価償却費、及び建設改良費に対応する借入に伴う支払利息の増加を見込んでいる。

②その他の経費
ダウンサイジング等を考慮していないため、2021（令和3）年度決算の数値を基準額とし、その基準額のまま推移すると仮定している
（ただし、修繕費を除く）。 【前回推計との違い】

国立社会保障・人口問題研究所の人口推計が令和5年度に更新されたことに伴い収益面の増加が見られ
た一方、更新投資需要の増加率が上昇して費用面が収益以上に増加している。
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推計条件等①

【使用したデータ】
① 公益社団法人日本水道協会発行「水道統計」 令和元年度版、令和2年度版、令和3年度版

同統計データ上で、同一事業体名称だが複数行のデータが存在するケースがある。この場合、事業体名称単位で水道統計のデータを合算して
１つの事業体のデータとして使用している（なお、同一事業体内で複数の料金単価が存在する場合はそれらの平均値を使用している）。

② 国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」（令和5（2023）年推計）（2020年～2050年までの人口増減）
（※1）

末端給水を行っている企業団や県営事業体等については、地方公営企業年鑑（総務省）より事業体を構成する自治体を抽出し、当該自治
体の人口増減を合計して人口増減率の算定に使用
人口増減データが区単位となっている政令市については、同一市の人口増減を合計して人口増減率の算定に使用

【対象事業体】
上記の合算を考慮し、下記の事業体を除外した結果である1,243事業体

福島県所在の事業体（5）・・・人口増減率推計データが存在しないため
私営水道（9）・・・水道統計において損益データ等が存在しないため
用水供給を主とする企業団や県営事業体等（85）・・・推計に必要な家庭用料金単価等のデータが存在しないため
（なお、用水供給と末端給水の両方が設置されている事業体については、末端給水を対象として推計している。）
給水未開始（3）・・・水道統計において「給水未開始」とされ各種データが存在しないため

【試算の概要】
収益的収支（※2）で試算した上で、資本的収支及び資金・企業債残高を考慮している。
推計期間：水道統計の最新データの存在する2021（令和3）年度から、前回の推計期間と同じ25年後の2046（令和28）年度まで
上記期間の損益を推計し、①赤字転落年度と、②赤字転落年度から2046（令和28）年度までの累積赤字を解消するために必要となる家
庭用料金単価（水道統計における20 ㎥ /月使用時料金）の値上げ率を算定（※3）

物価変動は考慮していない。 （※1）http://www.ipss.go.jp/pp-shicyoson/j/shicyoson18/t-page.asp より
（※2）各事業体の特別損益は考慮外としている。
（※3）非家庭用料金については家庭用料金と同一幅の値上げを行うものと仮定している。
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推計条件等②

【収益の推計】

給水収益：前年度実績＋①家庭用給水収益増減見込額＋②非家庭用給水収益増減見込額
①：A 各事業体の想定家庭用料金単価×B 有収水量増減

A 20 ㎥ /月使用時料金を1 ㎥あたりに換算したもの（※1）
B 前年度家庭用有収水量＋b1人口増減による有収水量増減＋b21人あたり使用水量減による有収水量減
b1 前年度家庭用有収水量×給水人口増減率（人口増減データより各自治体の人口増減が推計期間にわたり直線的に発生すると仮定して算出）

（※2）
b2（前年度家庭用有収水量＋b1）×全国の家庭用有収水量の実績から推定される1人あたり使用水量の減少率（年△0.3%）

②：C 各事業体の想定非家庭用料金単価×D 有収水量増減
C A×2.3倍（サンプル10事業体（※3）における、業務用・100ミリ・5,000㎥/月使用時料金を1㎥あたりに換算したものとAとの倍率の平均値）
D 前年度非家庭用有収水量×全国の非家庭用有収水量の実績から推定される水量増減率（年△0.6%）

その他営業収益（受託工事収益を除く）：給水収益と同率での増減を見込む。

国庫及び他会計補助金収入（収益的収支）：2046（令和28）年度までにゼロとなるように直線的減少を見込む。
長期前受金戻入：前年度長期前受金残高×長期前受金収益化割合（長期前受金戻入の全国合計/長期前受金簿価の全国合計（3年平均））

関連する資本的収支の見込
他会計補助金（長期前受金）：2046（令和28）年度までにゼロとなるように直線的減少を見込む。
工事負担金、その他：一定と見込む。

上記以外の収益：一定と見込む。

（※1）一般家庭の1ヶ月あたりの平均水道使用量が約20㎥とされていることから、水道統計に記載されている20㎥使用時の水道料金にて算定している。
（※2）人口減少データより算出した各自治体の総人口減少率を、給水人口減少率として使用している。
（※3）事業体の規模等バランスを考慮し東京都、横浜市、大阪市、北海道函館市、広島県福山市、兵庫県三田市、山口県周南市、岩手県金ヶ崎町、静

岡県東伊豆町、群馬県嬬恋村の料金表より算定している。

（3年平均： 2019（令和元）年度から2021（令和3）年度までの平均値））
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推計条件等③

【費用の推計】

減価償却費：前年度償却資産残高×減価償却費割合（減価償却費の全国合計／償却資産簿価の全国合計（3年平均））

関連する資本的収支の見込

前年度償却資産残高：2021年度に保有する償却資産残高を起点として、建設改良費増加額を見込む。

建設改良費増加額：組織統合等を行った一部の水道事業を除き、（2019（令和元）年度から2021（令和3）年度の建設改良費の
平均）×4.0%※

※ 厚生労働省「令和4年度全国水道関係担当者会議 資料p57「適切な資産管理について～管路更新の平準化例～」における更
新率を30年後に約3.1倍に引き上げる割合を参考に設定 ⇒翌年度より償却

支払利息：企業債残高×利子率（企業債利息の全国合計／企業債残高の全国合計（3年平均））

関連する資本的収支の見込

企業債発行額：建設改良費に対する2021（令和3）年度の起債充当割合を起債

また、「現預金水準＜前年度営業収益」とならないように起債

企業債償還金：前年度企業債残高×全国平均の償還率

動力費、薬品費：有収水量見込みと同率での増減を見込む。

修繕費：減価償却費推計における建設改良費増加額と同様に2019（令和元）年度から2021（令和3）年度の修繕費の平均を基
準とする。

上記以外の費用：一定と見込む。

（3年平均： 2019（令和元）年度から2021（令和3）年度までの平均値））
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推計結果の要旨

※ 本推計では、赤字となる年度に一度に値上げをする想定をしているが、実際には段階的に値上げが行われるため、グラフよりも緩やかに料金が上がると考えられる。

2046年度までに水道料金の値上げが必要と推計される事業体は、分析対象全体の約96%に及ぶと推計される。

2015年（2013年起点）、2018年（2015年起点）、2021年（2018年起点）に推計した全国平均の料金値上げ率は、それぞれ
34%、36%、43%であったのに対し、今回（2021年起点）の値上げ率の推計結果は約48%となった。

水道料金の全国平均では、平均的な使用水量の場合、2021年は3,317円/月であるのが、2046年には4,895円/月と推
計される。また、個々の事業体間の水道料金の格差は、現在の8.0倍から、2046年度には20.4倍に広がる。

料金値上げ率が高い事業体は北海道・中国・四国地方に多く、そのうち4割以上の事業体は料金値上げ率が50%以上と推計
される。

全国の水道料金（20㎥使用時）の推移予測
2021年（実績値）

料金格差
(倍)最小料金最大料金平均料金

8.08696,9663,317

※事業体別の推計結果については、別紙（全国事業体ごとの推計結果）をご参照ください。

2046年（推計値）

料金格差
(倍)最小料金最大料金平均料金

20.41,26625,8374,895

3,317 

4,895 

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

5,500

'21'22'23'24'25'26'27'28'29'30'31'32'33'34'35'36'37'38'39'40'41'42'43'44'45'46

（円/20㎥）
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24%

17%

20%

13%

9%

8%

2%

3%
1%

3% 2022年度～2023年度

2024年度～2026年度

2027年度～2029年度

2030年度～2032年度

2033年度～2035年度

2036年度～2038年度

2039年度～2041年度

2042年度～2044年度

2045年度～2046年度

改定なし

n = 1,243

推計結果①
全国平均で約48%の料金値上げが必要となる可能性がある
2046年度までに水道料金の値上げが必要と推計されるのは1,199事業体となり、全体の約96%に及ぶ。
これらのうち、全体の約6割を占める762事業体において、30%以上の料金値上げが必要と推計される。
料金値上げ率の平均値は約48%、中央値は約37%である。これにより、水道事業体間の水道料金単価の格差
は、現在の8.0倍から、2046年度には20.4倍に広がる。
全体の約4割を占める503事業体は、今後3年以内（2026年度まで）に料金値上げが必要と考えられる。
※ 本推計で使用した水道統計は2021年度が最新版であるため、料金値上げ率及び料金値上げ時期は2021年度を基準に推計されたもの。

料金値上げ率別構成 値上げ時期別構成

4%
7%

11%

17%

29%

25%

7%

改定なし

10%未満

10%～20%未満

20%～30%未満

30%～50%未満

50%～100%未満

100%以上

n = 1,243

約6割は30%以上の
料金値上げが必要

約4割は今後3年以内に
料金値上げが必要
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14.3%
6.8% 7.5% 2.1% 1.6%

26.3%
29.3% 26.0%

22.9%
15.6% 18.8%

22.8% 29.3%
29.0%

28.7% 43.0% 37.6%

13.0% 11.2% 15.5%
22.3%

23.4% 32.7%

11.9% 10.8% 11.0% 13.8%
8.6%

6.9%6.6% 6.4%
9.5% 9.0% 4.7%

3.0%5.0% 6.0%
1.5% 1.1% 3.1% 1.0%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

1.5万人未満 1.5万人以上 3万人以上 5万人以上 10万人以上 20万人以上

改定なし

10%未満

10%～20%未満

20%～30%未満

30%～50%未満

50%～100%未満

100%以上

推計結果②
給水人口が少ないほど料金値上げ率は高くなる

給水人口の少ない事業体ほど、推計される料金値上げ率が高い傾向にある。
全体の3分の2を占める給水人口5万人未満の小規模事業体は、その約6割の事業体が30%以上の料金値上げとなる。
50%以上の高率での料金値上げが必要な事業体は、事業体の規模が小さくなるほど増加している。

給水人口別の料金値上げ率構成

：値上げ率50％以上の割合
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24.5%
9.9% 7.1% 2.9%

24.5%

31.4%

18.7% 22.3%

10.5% 12.5%

32.1%

25.6%

29.3% 34.8%

29.8%

3.8%

14.9%

20.8% 16.2%

31.6%

50.0%

9.4% 10.5%
11.7% 11.3%

10.5%
37.5%

4.6% 8.8% 9.3%
10.5%

5.7%
3.2% 3.5% 3.2%

7.0%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

改定なし

10%未満

10%～20%未満

20%～30%未満

30%～50%未満

50%～100%未満

100%以上

推計結果③
人口密度が低いほど料金値上げ率は高くなる

人口密度（現在給水人口÷計画給水区域面積）で比較した場合、人口密度が低い事業体ほど、
料金値上げ率が高くなる傾向が見られる。

人口密度が5,000人/㎢未満の地域においては、約半数の事業体が30%以上の料金値上げ率となる。

人口密度別の料金値上げ率構成

：値上げ率30％以上の割合



Page 15

13.5% 11.4% 7.2% 4.4% 6.3% 6.1% 6.0% 5.8% 5.3%

34.8%
24.6%

18.1% 28.9% 23.6% 23.3%
33.3%
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20.9%

32.6%

26.9%

30.0%
26.7% 31.9% 32.5%

34.5%
17.3%
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19.2%
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1.1%
6.6%

10.2%
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縄

改定なし

10%未満

10%～20%未満

20%～30%未満

30%～50%未満

50%～100%未満

100%以上

推計結果④
料金値上げ率が高い事業体は北海道・中国・四国地方に多い

地域別では、北海道、中国及び四国地方において料金値上げ率が高い傾向がある。
北海道、中国、四国の３地方では、料金値上げ率が50%以上と推計される事業体が4～5割程度を占める。

地域別構成

：値上げ率50％以上の割合
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経常損益の赤字発生時期が早期に見込まれる事業体ほど、高率での料金値上げが必要となる可
能性がある。
値上げ時期の推計結果が2022年度に集中している背景は、これらの事業体の大部分が2021年
度（水道統計の最新データ）時点で、経常損益が赤字となっていることによる。

値上げ時期（横軸）及び料金値上げ率（縦軸）の分布

事業体数（値上げ時期別）

推計結果⑤
赤字発生時期が早期の事業体は値上げ率が高い可能性がある

0%

100%

200%

300%

400%

500%

600%

'21 '22 '23 '24 '25 '26 '27 '28 '29 '30 '31 '32 '33 '34 '35 '36 '37 '38 '39 '40 '41 '42 '43 '44 '45 '46

n = 1,199

182042年度322037年度452032年度932027年度2422022年度
82043年度282038年度442033年度872028年度512023年度
72044年度122039年度472034年度682029年度692024年度
92045年度152040年度272035年度522030年度732025年度
62046年度42041年度352036年度592031年度682026年度



広域化による
個別事業体の水道料金への影響
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水道事業における広域化

水道事業における広域化とは、複数の事業体による事業統合や、一部の機能を一体化する業務の共同化など
様々な概念が存在している。
このような広域化を実施した場合、施設の統廃合や再配置による建設改良費・維持管理費の削減、知識を有
する人材の確保、業務を一体化することによる経費の削減等によって、水道事業基盤が強化されることが期待
されている。
このため、国においては、2013年の「新水道ビジョン」の策定や2016年「水道事業基盤強化策検討会 中間とり
まとめ」の公表、さらに2019年の水道法改正などに見られるよう、広域化に向けた制度面における取り組みが進
められている。
2019年の水道法改正においては、水道の基盤の強化を図るための所要の措置を講ずることを趣旨とし、その中の
広域化の推進に関しては、以下のとおり概要が示されている。

また、個別の事業体においては、事業統合を行った埼玉秩父地域や群馬東部地域の事例や、県内一水道となっ
た香川県の取り組み（香川県広域水道企業団の設立）などが存在する。また、業務の共同化の事例では、大
牟田市・荒尾市における浄水場の共同化などが存在している。

国は広域連携の推進を含む水道の基盤を強化するための基本方針を定めることとする。
都道府県は基本方針に基づき、関係市町村及び水道事業者等の同意を得て、水道基盤強化計画を定めることができることと
する。
都道府県は、広域連携を推進するため、関係市町村及び水道事業者等を構成員とする協議会を設けることができることとする。

※出典 「水道法の一部を改正する法律案の概要」（厚生労働省）より
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広域化の推計結果
各都道府県の料金値上げ率

都道府県単位の広域化後の料金推計結果

ここでは、2019年10月に施行された水道法改正によって設置が可能となった都道府県による広域的連携等推進
協議会を踏まえ、仮に都道府県単位で一水道事業に統合※したと仮定した場合の将来の水道料金推計を行った。
料金値上げ率の平均値は38%、中央値は37%、最大値は岩手県の61%である。

料金(2046年)
(20㎥使用時)

（円）

料金(2021年)
(20㎥使用時)

（円）
料金

値上げ時期
料金

値上げ率都道府県名

6,0754,3762028年度+39%北海道
6,8424,5072026年度+52%青森県
6,1943,8532028年度+61%岩手県
5,7964,3062030年度+35%宮城県
5,4903,7812028年度+45%秋田県
5,4374,2942031年度+27%山形県
5,4583,7632029年度+45%福島県
5,6404,0252026年度+40%茨城県
4,1903,2082032年度+31%栃木県
3,4562,4922028年度+39%群馬県
3,2842,5472031年度+29%埼玉県
5,2033,7522029年度+39%千葉県
3,2972,6302026年度+25%東京都
2,9572,1942027年度+35%神奈川県
4,7303,2562026年度+45%新潟県
4,3053,0942028年度+39%富山県
4,7033,4602027年度+36%石川県
3,3972,7222031年度+25%福井県
3,5312,4052027年度+47%山梨県
4,2633,2172031年度+33%長野県
3,7822,7952029年度+35%岐阜県
3,3342,4022026年度+39%静岡県
3,2542,4462027年度+33%愛知県
3,7782,7692028年度+36%三重県

料金(2046年)
(20㎥使用時)

（円）

料金(2021年)
(20㎥使用時)

（円）
料金

値上げ時期
料金

値上げ率都道府県名

3,5872,9292032年度+22%滋賀県
4,3963,1532025年度+39%京都府
3,7882,8942028年度+31%大阪府
3,9813,0252029年度+32%兵庫県
4,9623,6342028年度+37%奈良県
3,8102,8612030年度+33%和歌山県
4,0882,7822026年度+47%鳥取県
5,5533,7662028年度+47%島根県
4,7363,4382026年度+38%岡山県
4,7003,6222027年度+30%広島県
4,3102,9452027年度+46%山口県
3,7332,8212030年度+32%徳島県
4,7282,9702027年度+59%香川県
5,1143,2942027年度+55%愛媛県
3,7792,4912029年度+52%高知県
4,7713,8272029年度+25%福岡県
5,3843,9262028年度+37%佐賀県
5,7183,8472028年度+49%長崎県
4,1163,1512030年度+31%熊本県
3,8842,9602033年度+31%大分県
4,1702,9542026年度+41%宮崎県
3,9283,0282032年度+30%鹿児島県
3,7063,2322033年度+15%沖縄県

※水道統計で示される各水道事業体の収益及び費用を都道府県単位で合算し、それを都道府県水道と見なしたもの。
※その他の推計条件については、個別事業体における推計の条件と同様である。広域化にあたっては、国による補助制度等もあるが、

そうした財源の活用等については推計においては考慮していない。
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広域化による水道料金への影響

下松市の水道料金単価（2046年時点）
2,116 円／月

山口県の水道料金単価
（2046年時点）

4,310 円／月

山口県における都道府県単位の広域化による効果の算定例

下松市では
広域化した場合
2,194円／月の料金悪化

美祢市の水道料金単価（2046年時点）
9,024 円／月

美祢市では
広域化した場合
4,714円／月の料金改善

個別の事業体のまま 都道府県単位で広域化した
料金単価

美祢市の場合

下松市の場合

山口県の場合

山口県における個別事業体における都道府県単位の広域化による水道料金への影響一覧
広域化による

水道料金への影響
（円）

将来予測値
（20㎥使用時）

（円）
事業体名

-2234,533下関市
+1634,148宇部市
-1004,410山口市

+7583,552萩市
+8333,478周南市

※ 広域化による水道料金への影響が「＋」の事業体は料金が悪化し、「－」の事業体は料金が改善する。

個々の事業体の間では水道料金格差が存在するため、都道府県単位の広域化を行う場合と行わない場合では、
水道料金が改善する事業体と、水道料金が悪化する事業体が存在する。
水道事業体が都道府県単位で事業統合を目指す場合には、料金の地域間格差という大きなハードルが存在する
ことは明らかである。広域化の検討においては、施設の共同設置・共同利用や事務の広域的処理による効率化の
追求に加えて、事業統合だけではない新たな解決策も求められる。

広域化による
水道料金への影響

（円）

将来予測値
（20㎥使用時）

（円）
事業体名

+7903,520防府市
+2,1942,116下松市
+1,0133,297岩国市

+5473,764山陽小野田市
+1,5622,749光市

広域化による
水道料金への影響

（円）

将来予測値
（20㎥使用時）

（円）
事業体名

-6955,005長門市
-3,0917,401柳井市
-4,7149,024美祢市
-1,9886,298田布施・平生水道企業団
-4,9979,307周防大島町



水道料金推計と経営指標等との関係
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水道料金推計と経営指標等との関係

各事業体の料金値上げ率と2021年度（令和3年度）時点の経営指標等との関係性について分析した。

比較した結果、現在（2021年度時点）において、ある経営指標等の数値が高ければ（低ければ）、料金値上
げ率が必ず高くなるといえるまでの関係性は捉えられなかった。料金値上げ率の推計は、これまでの更新投資を
含めた様々な活動の影響を受けており、特定の経営指標等にのみ影響されるものではないと考えられる。

しかしながら、例外はあるものの、以下の経営指標等との関係において、ある程度の相関関係が見受けられる。
1. 「人口減少率」が高い事業体ほど、料金値上げ率が高くなる傾向がある。
2. 「人口密度」が低い事業体ほど、料金値上げ率は高くなる傾向がある。
3. 現在の「料金回収率」が低い事業体ほど、料金値上げ率は高くなる傾向がある。

上記3に関連して、現在の「料金回収率」が低い事業体ほど、現在の「企業債残高対給水収益比率」は高い。
「料金回収率」とは、給水に係る費用を水道料金収入により賄えているかを表す経営指標である。
「企業債残高対給水収益比率」とは、借金の規模を表す経営指標であり、高ければ高いほど、事業体の規模（水道料金収
入）に比較して借金が多いことを示す。

現在の「料金回収率」が低い事業体は、財源不足を企業債の発行へ頼ることが想定されるが、現在でも借金が
比較的多いのに、さらに企業債発行額を増額すれば、借金を将来世代へと押し付けることになりかねない。

現在の「料金回収率」が低い事業体ほど、料金値上げ率は高くなる傾向にある。借金の残高が将来大きくなれば、
料金値上げ率はさらに高くなる可能性があるため、各事業体の公表する経営戦略（投資・財政計画）において、
返済可能な範囲で借金しているかを確認することが望まれる。
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料金値上げ率と人口減少率との関係

人口推計における「人口減少率」が高い事業体ほど、料金推計における「料金値上げ率」が高くなる傾向がある。
「人口減少率」が高いほど、住民（利用者）が少なくなるため、住民1人あたりのコストが大きくなると考えられる。
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料金値上げ率と人口密度との関係

「人口密度」が低い事業体ほど、料金推計における「料金値上げ率」は高くなる傾向がある。
「人口密度」が低いほど、同一面積に敷設される水道管等の建設コストの負担が重くなると考えられる。

料金改定率の高い事業体は1㎢あたり人口密度が1,000人未満に集中している。
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料金値上げ率と料金回収率との関係

現在（2021年度）の「料金回収率」が低い事業体ほど、料金推計における「料金値上げ率」は高くなる傾向がある。
「料金回収率」が低いほど、必要経費を賄えるだけの水道料金を現在すでに確保できていないことを示す。

「料金回収率」とは、給水に係る費用が、どの程度給水収益で賄えているかを表した指標である。（計算式 ： 供給単価 ÷ 給水原価 × 100）
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現在の料金回収率と企業債残高対給水収益比率との関係

「企業債残高対給水収益比率」とは、給水収益に対する企業債残高（借金）の割合を表した指標である。（計算式 ： 企業債現在高合計 ÷ 給水収益 × 100）

現在（2021年度）の「料金回収率」が低い事業体ほど、現在の「企業債残高対給水収益比率」は高くなっている。
必要経費を料金で回収できていない事業体ほど、借金に頼っている団体が多い（将来の返済が懸念される）。



おわりに
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必要な解決施策

これまでも述べてきたように、我が国の水道事業は、本格的な人口減少社会到来による料金収入の減少という問題
に直面している。このような状況を打開すべく、国においては、個々の水道事業体が抜本的な経営改革に取り組める
よう広域化や官民連携を進めるための水道法の改正が行われた。
一方で、2015年から継続して実施してきた本推計結果では、料金値上げ率は上昇しており、地域間格差だけでな
く、世代間格差（将来への料金の付け回し）が確実に広がっていることが示唆された。
今後も、個々の水道事業体における不断の経営改善への取り組みが何よりも重要である。そして、将来も水道事業
を持続していくための経営改革を具現化していくことが求められる。

＜地方公共団体＞
► 持続可能な料金と利用者が求める料金とのギャップの把握、理解促進
► 経営の見える化（データの整備、アセットマネジメント実施、ベンチマーキング）
► 本気の経営戦略（長期経営見通し、課題の明確化）の策定と

実現に向けた具体的なアクション

＜地方公共団体＞
► 持続可能な料金と利用者が求める料金とのギャップの把握、理解促進
► 経営の見える化（データの整備、アセットマネジメント実施、ベンチマーキング）
► 本気の経営戦略（長期経営見通し、課題の明確化）の策定と

実現に向けた具体的なアクション

＜全国的な視点＞
► 各事業体の更新投資需要のデータベース化、統一的データ活用可能性
► 経営改革（広域化、官民連携、IT化含む）の選択肢の確保

＜全国的な視点＞
► 各事業体の更新投資需要のデータベース化、統一的データ活用可能性
► 経営改革（広域化、官民連携、IT化含む）の選択肢の確保

＜国民（利用者）＞
► 地域を支える水道事業に対する積極的な理解
► 水道事業への取り組みに利用者として積極的に関与

＜国民（利用者）＞
► 地域を支える水道事業に対する積極的な理解
► 水道事業への取り組みに利用者として積極的に関与

それぞれの圧倒的な
リーダーシップによる
水道事業の持続

それぞれの圧倒的な
リーダーシップによる
水道事業の持続
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担い手不足も解決すべき課題である

2010年度から2021年度までの期間で、老朽化した水道管（法定耐用年数超過管）の割合は約2.8倍となっている。一
方で、同期間において全国の水道事業体の技術職員数は約2.6ポイント減少し、各年度に更新できた水道管の割合（年
間管路更新率）は約2割減少している。
これは水道管だけの話でなく、厚生労働省資料等によれば、今後、浄水場等も含む水道施設全体の更新需要が増大する
とされ、「施設の老朽化が著しい中、対応する担い手は減り、資金があっても施設の更新対応が追い付かない」という極め
て危機的な構図が浮き彫りとなった。
これから先も持続的に水道事業を経営していくには、水道料金の値上げの局面にとどまらず、水道事業の担い手となる職員
等の人材確保・技術継承についても、強い危惧感を抱くことが重要になってくる。
こうした職員不足の時代に大量の施設を更新し続けていかなければならないという課題に対し、デジタル技術の活用や、公
共・民間の垣根も越えた人材確保・技術継承に向けての検討・議論の開始が急務となっている。
＜日本全国＞ 技術職員数（人）、法定耐用年数超過管割合・年間管路更新率※1 ※2（2010年度を100と定義）

？

（人）

※1 2010年から2021年度までの技術職員数は各年度の水道統計から算出、法定耐用年数超過管割合及び年間管路更新率は経営比較分析表から算出。
※2 法定耐用年数超過管割合は、導・送・配水管の総延長に占める法定耐用年数を超えた管の割合。年間管路更新率は、導・送・配水管の総延長に占める各年度の布設替管の割合。
※3 2016年度末まで水道事業と統合する簡易水道事業の整備に対する補助が存在し、同年度末までの統合が促進された。このため、2017年度の技術職員数の増加については、

簡易水道事業の統合による要因が大きいと考えられる。

過去（実績） 将来

（年度）

今後、さらに老朽
管は増加するが、
更新は進まない？

人材確保や技
術継承が急務

法定耐用年数超過管割合
278.5（10年比）

年間管路更新率
79.5（10年比）

簡易水道
統合※3

技術職員減少
▲2.6ポイント
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料金値上げ率と管路更新率・技術職員数との関係

各事業体の料金値上げ率と2021（令和3）年度時点の管路更新率及び技術職員数を推計結果に記載した。
各事業体の料金値上げ率と現在の管路更新率及び技術職員数との関係から、以下のように考えることができる。

管路更新率との関係
たとえば、料金値上げ率の高い事業体において、管路更新率が高ければ、現在は水道管の更新投資に力を入れていることになる。
本推計において、このような事業体は更新投資に必要な財源が今後も現在と同水準に見積もられることにより、料金値上げ率が高
く推計されていると考えられる。料金値上げ率は高く推計されるが、近年の更新投資の努力による推計結果ともいえる。

一方、管路更新率がゼロに近い数値にもかかわらず、料金値上げ率が高いのであれば、今後必要な更新投資を始めると、更新投
資の財源確保のために、今回の料金推計結果よりも高い料金水準に改定しなければならなくなることが考えられる。

このように、料金値上げ率が同じであっても、管路更新率の状況によっては、今後必要となる料金水準が異なる可能性がある。

技術職員数との関係
たとえば、管路更新率の低い事業体において、管路更新率を上げるためには、現在の水準よりも更新投資額を増やす必要がある。
工事量が増加すれば、技術職員数も増やす必要があるが、職員数が多ければ、更新投資額を増額させることが可能と考えられる。

一方、技術職員数の少ない事業体においては、仮に更新投資額の増額が必要であったとしても、急激に工事量を増やすことは職
員数の不足から困難になることが考えられる。

このように、水道料金を値上げして財源を確保できたとしても、人手不足のため必要な更新投資を実施できない可能性がある。

状況管路更新率
現在の更新投資額が多く、財源確保のため
に料金値上げ率が高く推計されている。高い

今後必要な更新投資を始めると、料金値上
げ率が本推計結果よりも高くなる。低い

状況技術職員数
管路更新率を高めるため、工事量の増加に伴う職員
数を確保できる可能性がある。多い

管路更新率を高める財源を確保できても、工事量の
増加に伴う職員数を確保できない可能性がある。少ない



Page 31

本件に関するお問い合わせ先

＜共同研究実施者＞

EY新日本有限責任監査法人
担当者： 石橋幸登 平野貴之 五十嵐郁貴 前橋佑也 谷口信介

EYストラテジー・アンド・コンサルティング株式会社
担当者： 関隆宏 福田健一郎

水の安全保障戦略機構事務局（日本水フォーラム内）

担当者： 桑原清子

＜お問い合わせ先＞

EY Japan
報道関係者の皆さま

広報和田 E-Mail： Kyoko.Wada@jp.ey.com TEL： 070-3862-4352
報道関係者ではない方：研究結果に関するお問い合わせ

石橋幸登 E-Mail： water-s@jp.ey.com TEL： 03-3503-1100（EY Japan 大代表）
水の安全保障戦略機構事務局（日本水フォーラム内）

桑原清子 E-Mail： wscj-com@waterforum.jp TEL： 03-5645-8040

© 2024 Ernst & Young ShinNihon LLC. All Rights Reserved.
copyright: Water Security Council of JAPAN all rights reserved. 


